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１．目　的
　2010（平成22）年1月に、国は「子ども・子育
てビジョン」1）を策定し、「幼保一体化を含む新た
な次世代育成支援のための包括的・一元的なシス
テム」の検討を始めた。背景には、2009年のOECD
（経済協力開発機構）主要19か国調査報告に基づく、
日本への提言2）がある。2010（平成22）年4月に
は、内閣府「子ども・子育て新システム検討会議」
が保育所・幼稚園の一体化を含む包括的な新シス
テムの検討を開始した。2010（平成22）年6月に
はOECD教育局長が来日し、質の高いECEC（Early 
Childhood Education and　Care）供給のための幼
児教育政策を組む必要があると提言3）している。
この「子ども・子育て新システム検討会議」による
検討を経て、2012（平成24）年3月に、「子ども・
子育て新システム法案骨子」が決定し、2012（平成
24）年8月に「子ども・子育て支援法」「認定こど
も園法の一部改正法」「子ども・子育て支援法及び
認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律
の整備等に関する法律」の三法が成立した。
　その後、子ども・子育て関連三法に基づく制度を
「子ども・子育て支援新制度」4）と呼び、2013（平
成25）年度現在は、内閣府「子ども・子育て会議」
において「質の高い学校教育・保育を総合的に提供
する仕組みの構築」「地域子育て支援の充実」「待機
児童の解消」「子どもの少ない地域の保育支援」が
検討されている。2013（平成25）年11月現在では、
年度末までに関係政省令や告示が公布され、2014（平
成26）年度中に、各都道府県、市町村が事業計画を
策定、税制上の財源を確保したうえで2015（平成
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27）年度から新制度が開始する予定となっている。
　2015（平成27）年度開始を目指す新たな「子ども・
子育て支援制度」では、「子ども・子育て支援法」
に基づく基本指針5）が2015（平成25）年8月に示
され、特に「子ども・子育て支援給付に係る教育・
保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関す
る体制の確保の内容に関する事項」として、都道府
県による幼稚園教諭・保育士の合同研修の支援、認
定こども園、幼稚園、保育所と小学校の連携推進方
策策定等の、保幼小連携方針が示されるとともに、
「特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並び
に地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保
及び資質の向上のために講ずる措置に関する事項」
として、都道府県が人材の確保と質の向上のための
方策策定の中心的な役割を持つことが示された。就
学前保育・教育に係る免許資格のうち、新たな「幼
保連携型認定こども園」における「保育教諭」につ
いては、国は人材確保のために、都道府県に幼稚園
教諭と保育士の併有者の特例措置の周知を求めてい
る。また、就学前保育・教育に係る免許資格の基本
方針として、幼稚園教諭については、「国は教育委
員会、大学等との連携及び協働による研修等の充実
や幼稚園教諭一種免許取得者数の増加に係る必要な
支援策等を講じるとともに、都道府県は、これらの
施策等も活用して、積極的に幼稚園教諭の人材確保
及び質の向上を図ること。また、公立、私立を問わ
ず幼稚園教諭等を対象とした研修を積極的に実施す
ること」、と定めている。
　このような保育制度の大きな変革の中で、幼稚園
教諭一種の重点化策と合わせて、保育士養成におい
ても、二種と一種に相当する2年制保育士と4年制
保育士の検討が始まっている。2年制課程と4年制
課程案は、2010（平成22）年2月の厚生労働省「第
5回保育士養成課程等検討会」、2013（平成25）年
1月「第9回保育士養成課程等検討会」において、
全国保育士養成協議会からの委員案が提出されてい
る。この案では、幼保一体化を踏まえた2年制保育
士養成課程とともに、3年次4年次に「相談援助系」
「養護系」「障害系」「保育系」「教育系」等の専門性
の人材ニーズに合わせた学習系列を追加した4年制
保育士養成課程を示しており、4年制保育士養成課
程と幼稚園教諭一種免許状養成課程の一体化を目指
している。
　以上のような2013（平成25）年度現在の保育制度
改革の中で、我々は島根県における2年制4年制免
許資格者の実態を把握するために、全保育職員にお
ける免許資格者の実態、近年2か年間の採用動向、
今後の人材養成に関する雇用者側の意識を調査し
た。このような制度改革が、保育現場でどのように
受け入れられるか、本調査をもとに検討を進めたい。
２．方　法
１）調査内容　
　今回の調査においては、過去におこなわれた保育
関係免許資格者調査6），7）の結果からの変化を見る
ために、ほぼ同じ内容で質問を作成した。質問は以
下のとおりＱ1からＱ7までの7問で構成された。
Ｑ1：対象機関の種類選択（保育所、幼稚園等）、
Ｑ2：機関の対象児（年齢区分別等）人数、Ｑ3：
所長（園長）の免許資格状況等特性、2013（平成
25）年現在の所属職員の免許資格・採用条件別配置
人数状況、Ｑ4：2011（平成23）年度免許資格・採
用条件別採用人数状況、Ｑ5：2012（平成24）年度
免許資格・採用条件別採用人数状況、Ｑ6：本学島
根県立大学短期大学部の保育士・幼稚園教諭養成課
程強化策への同意（Ｑ6－1は2年制短大での強化、
Ｑ6－2は2年制短大＋2年制専攻科での強化、Ｑ
6－3は4年制課程と編入枠設置による強化、につ
いて「かなりそう思う」「そう思う」「そう思わない」
「わからない」を選択）、Ｑ7：国の「子ども・子育
て会議」が示した幼稚園教諭一種免許状取得者重点
化による4年制養成課程免許資格者の雇用拡大への
同意（「かなりそう思う」「そう思う」「そう思わない」
「わからない」を選択）。Ｑ4とＱ5は、2001（平成
13）年度調査にはなかった質問であり、上述の近年
の保育制度改革の影響を見るために追加された。
２）調査対象
　島根県における免許資格状況を調べるために、県
内全ての認定子ども園（6箇所）、認可保育所（286
箇所）、幼稚園（94箇所）、保育所以外の児童福祉施
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設（15箇所）、子育て支援センター（14箇所）、計
415箇所の所長（園長）あてにアンケートを送付し
た。返信アンケートは271通であり、単純な回収率
は65.3％であった。
　ただし、返信アンケートの中には公立の保育所・
幼稚園の採用について所管する市・町が代表して回
答したもの、法人内保育所について法人事務局がま
とめて回答したことを連絡したものがあり、完全に
1施設1回答ではなかった。まとめて回答したこと
を連絡していない返信の可能性もあった。また、認
定こども園以外の幼保一体化施設の中には、回答内
容の対象児の年齢を検討したところ、保育所あるい
は幼稚園に分類されている側から幼保一体化保育全
体をまとめて回答したものがあり、これらの幼保一
体化施設の返信は、認定こども園と同一グループに
入れて分析する必要があった。結果的に幼保一体化
施設に1通送付したとみなした修正回収率は、表1
のとおり65.7％であった。
３）追加調査
　調査内容のうち、本調査においては、Ｑ4とＱ5
で2011（平成23）年度と2012（平成24）年度の各保
育所・幼稚園等の免許・資格別採用実績も質問した
が、これらの質問に対して、公立保育所・幼稚園か
らの回答には、市・町の行政担当課でなければ採用
数がわからない、との理由を記入した上での無記入
回答が多くみられた。このため、Ｑ4とＱ5の2年
間の採用実績については、別途公立保育所・幼稚園
を所管する行政担当課に追加調査を行った。
　これらの市・町は、上記のまとめて回答したこと
が明らかな市・町・村をのぞく11箇所であった。回
収は11箇所（100.0％）であったが、正規採用のみ
の採用が7箇所あった。従って、Ｑ4とＱ5の2年
間採用実績調査については、公立保育所・幼稚園の
正規採用人数は追加調査の回答を採用し、臨時・パー
トタイム採用については、所長（園長）からの回答
を採用した。これらの公立の採用実績と民間からの
回答による採用実績を分析の対象とした。
　
３．結　果
１）2013（平成25）年度現在の所長（園長）の属性
　回答数270のうち、所長の属性については、専任
234（86.7％）、兼任24（8.9％）、無記入12（4.4％）
であった。また性別は女性184（68.1％）、男性
80（29.6％）、無記入6（2.2％）であった。これ
表１．島根県における保育士・幼稚園教諭採用実績調査の回収率
修正配布数 回収数 備考
認定こども園 㻢 㻡
認定こども園以外の幼保
一体化施設 㻣 㻡
保育所 㻞㻤㻜 㻝㻤㻝 法人・町がまとめて回答したもの推定2通以上含む
幼稚園 㻤㻥 㻢㻟 市がまとめて回答したもの推定1通以上含む
保育所以外の児童福
祉施設 㻝㻡 㻠
子育て支援センター 㻝㻠 㻥
その他 㻟 医療センター等
計 㻠㻝㻝 㻞㻣㻜
回収率 㻢㻡㻚㻣㻑
「幼保一体化施設」として
まとめて分析
表２．職員全体の採用条件別構成（人数と比率）
採用条件 人数 比率
正規採用 㻞㻘㻞㻠㻤 㻡㻝㻚㻣㻑
臨時採用 㻝㻘㻞㻡㻡 㻞㻤㻚㻤㻑
パートタイム 㻤㻞㻝 㻝㻤㻚㻥㻑
不明 㻞㻣 㻜㻚㻢㻑
計 㻠㻘㻟㻡㻝 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
表３．職員全体の免許資格別構成（人数と比率）
免許資格 人数 比率 人数 比率 養成課程別比率
保育士資格のみ 㻞㻥㻢 㻢㻚㻤㻑 㻞㻥㻢 㻤㻚㻞㻑
幼稚園教諭二種免許のみ 㻥㻣 㻞㻚㻞㻑 㻥㻣 㻞㻚㻣㻑
保育士＋幼稚園教諭二種免許 㻞㻘㻥㻟㻞 㻢㻣㻚㻠㻑 㻞㻘㻥㻟㻞 㻤㻝㻚㻡㻑
幼稚園教諭一種免許のみ 㻡㻞 㻝㻚㻞㻑 㻡㻞 㻝㻚㻠㻑
保育士＋幼稚園教諭一種免許 㻞㻜㻣 㻠㻚㻤㻑 㻞㻜㻣 㻡㻚㻤㻑
保幼小あるいは幼小免許＊ 㻝㻡 㻜㻚㻟㻑 㻝㻡 㻜㻚㻠㻑
その他(栄養士等） 㻣㻟㻢 㻝㻢㻚㻥㻑
不明 㻝㻢 㻜㻚㻠㻑
計 㻠㻘㻟㻡㻝 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻟㻘㻡㻥㻥 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
2年制相当
免許資格者
㻥㻞㻚㻠㻑
4年制相当
免許資格者
㻣㻚㻢㻑
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らの所長（園長）のうち、保育士資格取得者は162
（60.0％）幼稚園教諭免許取得者は152（56.3％）で
あった。どちらの免許資格も取得していない所長（園
長）の専門資格には、他の教員免許（小学校教諭、
中学校教諭など）取得者、医師、社会福祉士等がみ
られた。
２）2013（平成25）年度現在の職員構
　成
　Ｑ3から、全270回答の、所長（園長）
をのぞく職員構成をみたところ、表2
のとおり、正規採用は全体の51.7％で
あり、約半数にとどまっていた。表3
のとおり、免許資格別の構成は、保育
士資格と幼稚園教諭二種免許取得の併
有者が全職員の67.4％、保育関係免許
資格者の81.5％を占めていた。保育士
資格のみ、幼稚園教諭二種免許のみ、
保育士＋幼稚園 教諭の2年制養成課
程相当免許資格者は、保育関係 免許
資格者のうち計92.4％、幼稚園教諭一
種のみ、保育士資格＋幼稚園教諭一
種、保幼小あるいは幼小免許取得者等、
4年制養成課程相当の免許資格者は、
保育関係免許資格者のうち計7.6％で
あった。
３）2001（平成13）年から2013（平成
　25）年の12年間の変化
　2001（平成13）年に実施された将来
計画策定委員会調査は、表4のとおり
当時の423施設の保育専門機関に対し
て行われた。今回の調査対象先は、411
施設であり、過去12年間に島根県内の
保育専門機関は総数で12施設減少して
いた。特に幼稚園は、126園から89園ま
で過去12年間に37園減少していた。
　回答数にもこの変化は現れており、
表5に示すとおり、幼稚園は前回93園
回答したのに対して、今回は63園と
減少している。回答機関中の比率は
14.7％下がった。保育所以外の児童福
祉施設も回答機関中の比率が2.2％下がった。一方、
前回は調査対象にまだ上がってなかった「幼保一体
化施設」が今回は13施設（うち6園は認定こども園）
となり、10施設から回答があった。調査対象の種類
と施設数の変化に、12年の島根県における保育環境
の変化が現れていた。
表６．過去12年間の保育専門雇用者の構成比率変化
免許資格 人数 比率 人数 比率
保育士資格のみ 㻟㻟㻢 㻝㻤㻚㻜㻑 㻞㻥㻢 㻤㻚㻞㻑 ▲9.8%
幼稚園教諭二種免許のみ 㻣㻡 㻠㻚㻜㻑 㻥㻣 㻞㻚㻣㻑 ▲1.3%
保育士＋幼稚園教諭二種免許 㻝㻘㻟㻜㻡 㻣㻜㻚㻜㻑 㻞㻘㻥㻟㻞 㻤㻝㻚㻡㻑 㻝㻝㻚㻡㻑
小計 㻥㻞㻚㻜㻑 㻥㻞㻚㻠㻑
幼稚園教諭一種免許のみ 㻡㻞 㻞㻚㻤㻑 㻡㻞 㻝㻚㻠㻑 ▲1.4%
保育士＋幼稚園教諭一種免許 㻢㻤 㻟㻚㻣㻑 㻞㻜㻣 㻡㻚㻤㻑 㻞㻚㻝㻑
保幼小あるいは幼小免許 㻞㻣 㻝㻚㻡㻑 㻝㻡 㻜㻚㻠㻑 ▲1.1%
小計 㻤㻚㻜㻑 㻣㻚㻢㻑
計 㻝㻘㻤㻢㻟 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻟㻘㻡㻥㻥 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
12年間の
養成課程別比
率差
2年制相当
免許資格者
㻜㻚㻠㻑
4年制相当
免許資格者
▲0.4%
2001年調査 2013年調査
12年間の
比率差
表４．過去12年間の島根県内保育専門機関数の変化（配布先）
種類 対象施設数 比率 対象施設数 比率
認定こども園 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻢 㻝㻚㻡㻑 㻝㻚㻡㻑
認定こども園以外の幼保一体化施設 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻣 㻝㻚㻣㻑 㻝㻚㻣㻑
保育所 㻞㻤㻞 㻢㻢㻚㻣㻑 㻞㻤㻜 㻢㻤㻚㻝㻑 㻝㻚㻠㻑
幼稚園 㻝㻞㻢 㻞㻥㻚㻤㻑 㻤㻥 㻞㻝㻚㻣㻑 ▲8.1%
保育所以外の児童福祉施設 㻝㻞 㻞㻚㻤㻑 㻝㻡 㻟㻚㻢㻑 㻜㻚㻤㻑
子育て支援センター 㻟 㻜㻚㻣㻑 㻝㻠 㻟㻚㻠㻑 㻞㻚㻣㻑
計 㻠㻞㻟 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻠㻝㻝 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
表５．過去12年間の調査回答機関の変化（回答数）
種類 回答施設数 比率 回答施設数 比率
認定こども園 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻡 㻝㻚㻥㻑 㻝㻚㻥㻑
認定こども園以外の幼保一体化施設 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻡 㻝㻚㻥㻑 㻝㻚㻥㻑
保育所 㻝㻠㻞 㻡㻣㻚㻥㻑 㻝㻤㻝 㻢㻣㻚㻜㻑 㻥㻚㻝㻑
幼稚園 㻥㻟 㻟㻤㻚㻜㻑 㻢㻟 㻞㻟㻚㻟㻑 ▲14.7%
保育所以外の児童福祉施設 㻥 㻟㻚㻣㻑 㻠 㻝㻚㻡㻑 ▲2.2%
子育て支援センター 㻝 㻜㻚㻠㻑 㻥 㻟㻚㻟㻑 㻞㻚㻥㻑
その他（医療センターなど） 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻟 㻝㻚㻝㻑 㻝㻚㻝㻑
計 㻞㻠㻡 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻞㻣㻜 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
2001年調査 2013年調査
12年間の
比率差
2001年調査 2013年調査
12年間の
比率差
表４．過去12年間の島根県内保育専門機関数の変化（配布先）
種類 対象施設数 比率 対象施設数 比率
認定こども園 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻢 㻝㻚㻡㻑 㻝㻚㻡㻑
認定こども園以外の幼保一体化施設 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻣 㻝㻚㻣㻑 㻝㻚㻣㻑
保育所 㻞㻤㻞 㻢㻢㻚㻣㻑 㻞㻤㻜 㻢㻤㻚㻝㻑 㻝㻚㻠㻑
幼稚園 㻝㻞㻢 㻞㻥㻚㻤㻑 㻤㻥 㻞㻝㻚㻣㻑 ▲8.1%
保育所以外の児童福祉施設 㻝㻞 㻞㻚㻤㻑 㻝㻡 㻟㻚㻢㻑 㻜㻚㻤㻑
子育て支援センター 㻟 㻜㻚㻣㻑 㻝㻠 㻟㻚㻠㻑 㻞㻚㻣㻑
計 㻠㻞㻟 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻠㻝㻝 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
表５．過去12年間の調査回答機関の変化（回答数）
種類 回答施設数 比率 回答施設数 比率
認定こども園 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻡 㻝㻚㻥㻑 㻝㻚㻥㻑
認定こども園以外の幼保一体化施設 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻡 㻝㻚㻥㻑 㻝㻚㻥㻑
保育所 㻝㻠㻞 㻡㻣㻚㻥㻑 㻝㻤㻝 㻢㻣㻚㻜㻑 㻥㻚㻝㻑
幼稚園 㻥㻟 㻟㻤㻚㻜㻑 㻢㻟 㻞㻟㻚㻟㻑 ▲14.7%
保育所以外の児童福祉施設 㻥 㻟㻚㻣㻑 㻠 㻝㻚㻡㻑 ▲2.2%
子育て支援センター 㻝 㻜㻚㻠㻑 㻥 㻟㻚㻟㻑 㻞㻚㻥㻑
その他（医療センターなど） 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻟 㻝㻚㻝㻑 㻝㻚㻝㻑
計 㻞㻠㻡 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻞㻣㻜 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
2001年調査 2013年調査
12年間の
比率差
2001年調査 2013年調査
12年間の
比率差
表４．過去12年間の島根県内保育専門機関数の変化（配布先）
表６．過去12年間の保育専門雇用者の人数と構成比率変化
表５．過去12年間の調査回答機関の変化（回答数）
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　前回調査結果と、今回の2013（平成25）年実態と
を比較すると、表6のとおり、保育士+幼稚園教諭
二種免許取得者比率が11.5％増加し、保育士＋幼稚
園教諭一種免許取得者が2.1％増加したのに対して、
保育士資格のみ、幼稚園教諭二種のみ、幼稚園教諭
一種のみ、はそれぞれ減少していた。保育士と幼稚
園教諭等教員免許の併有者増加が12年間の大きな特
徴といえる。しかし、保育士資格のみ、幼稚園教諭
二種免許のみ、保育士＋幼稚園教諭の2年制養成課
程相当免許資格者と、幼稚園教諭一種のみ、保育士
資格＋幼稚園教諭一種、保幼小あるいは幼小免許取
得者等の、4年制養成課程相当の免許資格者の比率
を比較すると、12年間にほとんど変化はなく、むし
ろ4年制養成課程相当の免許資格者が0.4％減少し
ていた。幼稚園の減少等の回答機関の変動が影響し
ていると考えられる。
　また、回答された職員人数のうち、保育士＋幼稚
園教諭二種免許取得者の人数は1,627人増加し、免
許資格者での比率も11.5％増加していたが、調査対
象の保育所数・幼稚園数は上述のとおり増加してい
ない。1施設当たりの保育士+幼稚園教諭二種免許
取得者の雇用が12年間に増大したと考えられる。図
1.に示す通り、2013（平成25）年度現在の島根県
における保育士+幼稚園教諭二種免許取得者の約半
表7．過去12年間の調査対象機関の対象児（者）人数および構成比率変化
機関対象児（者）区
分
人数 比率 人数 比率
0歳児 㻡㻢㻟 㻟㻚㻤㻑 㻝㻘㻡㻝㻜 㻤㻚㻠㻑 㻠㻚㻢㻑
1歳2歳児 㻞㻘㻤㻜㻟 㻝㻤㻚㻤㻑 㻠㻘㻥㻟㻜 㻞㻣㻚㻠㻑 㻤㻚㻢㻑
3歳～6歳児 㻝㻜㻘㻥㻡㻜 㻣㻟㻚㻟㻑 㻝㻝㻘㻜㻝㻥 㻢㻝㻚㻞㻑 ▲12.1%
小・中・高校生 㻞㻣㻟 㻝㻚㻤㻑 㻞㻜㻤 㻝㻚㻞㻑 ▲0.6%
成人 㻣㻜 㻜㻚㻡㻑 㻤㻣 㻜㻚㻡㻑 㻜㻚㻜㻑
障害児 㻞㻣㻟 㻝㻚㻤㻑 㻞㻡㻜 㻝㻚㻟㻑 ▲0.5%
計 㻝㻠㻘㻥㻟㻞 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻝㻤㻘㻜㻜㻠 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
2001年調査 2013年調査
12年間の
比率差
3.8%
8.4%
18.8%
27.4%
3歳～6歳児, 
73.3%
3歳～6歳児, 
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表７．過去12年間の調査対象機関の対象児（者）
　　人数および構成比率変化
図２．過去12年間の機関対象児（者）構成比率の
　　変化
図１．2013（平成25）年度の島根県における保育専門職の免許資格・採用条件別人数
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数（51.6％）は正規採用、残りの約半数（48.4％）
は臨時採用（31.6％）とパートタイム採用(16.8％ )
であり、非正規雇用を含む採用条件で保育士＋幼稚
園教諭二種免許取得者の人数が増加したと思われ
る。同じく12年間に増加した保育士資格＋幼稚園教
諭一種免 許取得者は、正規採用率が75.0％で、免
許資格者中最も多かった。2001（平成13）年調査で
は採用条件を調査しておらず、12年間の採用条件変
化についての比較検証はできなかった。
　過去12年間の保育士＋幼稚園教諭に種免許取得者
数の増大の背景を検討するために、表7と図2に示
すとおり、2001（平成13）年度調査と2013（平成
25）年度調査の対象機関の対象児（者）数と構成比
率を比較した。表5で示したとおり、2001年度対象
児（者）は14,932人（245回答）、2013年度は18,004
人（270回答）であり、3,072人増加していた。この
増加分のほとんどが0歳児保育947人増加と、1・
2歳児保育年齢2,127人の増加によるものであり、
構成比率においても、この二つの保育年齢区分で全
体の13.2％（4.6％＋8.6％）増加していた。逆に3
歳から6歳までの年齢区分は、12.1％、小中高生は
0.6％減少していた。島根県内の過去12年間の保育
において、進む少子化により3歳から6歳の保育対
象児は減少し、一方3歳未満児の保育対象児が増加
していた。上述表5で示した幼稚園の減少、保育所
以外の児童福祉施設の減少も、これに対応している
と考えられる。
　これらの調査対象と回答機関の変動が、免許資格
者構成比率の変化とどのように連関しているかを確
認するために、対象児（者）区分ごとの人数と免許
資格者の配置人数の相関を求めた。市・町あるいは
法人が、複数の施設をまとめた3回答は除外した。
表8に示すとおり、0歳児数、1・2歳児数と保育
士＋幼稚園教諭二種免許取得者数には、相関係数.6
から.7以上の強い相関が正規採用において示され
た。臨時採用とパートタイム採用にも、0歳児数、1・
2歳児数と.4から.5以上の相関があり、保育士＋幼
稚園教諭二種免許取得者の増大の背景には、3歳未
満児保育ニーズ増大があったことがわかった。3歳
未満の対象児はほぼ同じ保育所の3歳から6歳まで
0歳児数
1・2歳児
数
3・6歳児
数
小中高生
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表８．2013（平成25）年度調査の免許資格・採用条件別人数と機関対象児区分・人数のPearson相関係数（網掛け部分は有意な相関）
保幼小あるいは
幼小免許
　　　　　　 　 　　　施設要因
免許資格
採用条件
保育士資格のみ
幼稚園教諭二種
免許のみ
保育士＋幼稚園
教諭二種免許
幼稚園教諭一種
免許のみ
保育士＋幼稚園
教諭一種免許
表８．2013（平成25）年度調査の免許資格・採用条件別人数と機関対象児区分・人数のPearson
相関係数（網掛け部分は有意な相関）
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の年齢区分へ移行在籍するため、3歳から6
歳においても対象児数と保育士＋幼稚園教諭
二種免許取得者数は.3以上の相関を示してい
る。一方、同じく12年間に増加した保育士＋
幼稚園教諭一種免許取得者の正規採用数は、
3歳から6歳までと.4以上の相関があった。
保育士＋幼稚園教諭一種免許取得者は、3歳
以上児の保育を中心に増加してきたことがわ
かる。さらに、この12年間に減少した保育士
のみの免許資格者は、表8のとおり、臨時採
用が3歳未満児保育の対象児数と.2から.3以
上相関し、正規採用は小中高生、成人、障害
児数と.2から.3以上の相関を示していた。正
規採用は児童福祉施設を中心に雇用されてい
ることがわかる。同じく減少した幼稚園教諭
二種免許のみの免許資格者は、3歳以上児数
と非正規採用区分で相関していた。また幼稚
園教諭一種免許のみの免許資格者は、3歳未
満保育児数と正規採用区分で負の相関を示し
ている。以上の分析により、過去12年間の島
根県における保育関係免許資格者の採用状況
が、3歳未満児保育ニーズの増大と少子化と
ともに変化したことがわかった。
４）今後の教育課程のあり方についての意識調査
　このような免許資格者の採用状況をふまえて、次
に本調査の意識調査に相当する質問項目、Ｑ6とＱ
7の回答を分析した。Ｑ6の質問文は「本学島根県
立大学短期大学部の、保育士資格と幼稚園教諭免許
併有の養成課程について、以下の意見にそれぞれど
の程度同意されるか、『かなりそう思う』『そう思う』
『そう思わない』『わからない』のうち、あてはまる
ものを○で囲んでお答えください。」というもので
あり、Ｑ6－1は「現在の2年制課程（50名定員・
保育士＋幼稚園教諭2種）短大で教育内容を強化す
べき」という意見への同意を、Ｑ6－2は「現在の
2年制課程（50名定員・保育士＋幼稚園教諭2種）
短大で教育内容を強化し、さらに2年制課程（短大
あるいは専門学校）から進学できる2年制専攻科を
開設すべきである」という意見への同意を、Ｑ6－
3は「新たな4年制課程（50名定員・保育士＋幼稚
園教諭1種）大学で教育内容を強化し、2年制課程
（短大あるいは専門学校）から進学できる3年次編
入学枠を開設すべきである」という意見への同意を
質問している。Ｑ7の質問は、「国は『子ども子育
て会議』で幼稚園教諭1種免許取得者の増大を方針
として挙げていますが、4年制大学レベルの教育を
受けた資格者の雇用の受け皿は、今後拡大するとお
考えですか。」というものであり、同じく、「かなり
そう思う」「そう思う」「そう思わない」「わからない」
で回答した後、肯定意見、否定意見の理由を自由記
述で求めた。
　Ｑ6とＱ7の選択回答の全体は、表9に示すと
おりであった。Ｑ6－1への肯定意見（「かなりそ
う思う」「そう思う」の合計）は62.6％、Ｑ6－2
への肯定意見は58.5％、Ｑ6－3への肯定意見は
52.2％であり、いずれも肯定意見が半数以上であっ
たが、Ｑ6－1からＱ6－3に向かって、次第に肯
表９．保育士・幼稚園教諭雇用者の人材養成への意識（2013年度調査）
質問
回答選択肢 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率
かなりそう思う        
そう思う        
そう思わない        
わからない        
無回答        
計        
㻽㻣
幼稚園教諭一種免許状
取得者の雇用の受け皿
は今後拡大するか
㻽㻢㻙㻝
2年制養成課程で
教育内容強化すべき
㻽㻢㻙㻞
2年制養成課程で教育
内容強化し、さらに
専攻科を開設すべき
㻽㻢㻙㻟
4年制養成課程で教育
内容を強化し、さらに
編入学枠を開設すべき
表10．過去12年間における保育士・幼稚園教諭雇用者の人材養成への意識回答の変化（比率）
質問
回答選択肢 2001年調査 2013年調査 2001年調査 2013年調査 2001年調査 2013年調査 2001年調査 2013年調査
思う        
思わない        
わからない        
無回答        
計        
㻽㻣
幼稚園教諭一種免許状
取得者の雇用の受け皿
は今後拡大するか
㻽㻢㻙㻝
2年制養成課程で
教育内容強化すべき
㻽㻢㻙㻞
2年制養成課程で教育
内容強化し、さらに
専攻科を開設すべき
㻽㻢㻙㻟
4年制養成課程で教育
内容を強化し、さらに
編入学枠を開設すべき
表10．過去12年間における保育士・幼稚園教諭雇用者の人
材養成への意識回答の変化（比率）
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定的な回答が減少した。否定意見「そう思わない」
は、逆にＱ6－1からＱ6－3へ向かって増加した。
Ｑ6－3の4年制養成課程と編入枠開設への否定意
見は全体の18.1％であった。Ｑ7の、今後の幼稚園
教諭免許一種取得者の雇用拡大については、肯定的
な回答（「かなりそう思う」「そう思う」）が41.4％、
否定的な意見「そう思わない」が24.4％、「わから
ない」が30.4％であり、「わからない」が1/3近く
に上った。
　この保育関係免許資格者養成課程に関する意識
調査は、2001年度調査でもほぼ同様に行われてい
た。過去12年間の回答の変化を示したのが表10であ
る。「かなりそう思う」「そう思う」を肯定意見「思
う」として合計している。どちらの調査においても、
Ｑ6は「思う」が半数以上を占めているが、12年
間に「思う」が減少し、「わからない」が10％から
15％以上増加したことがわかる。Ｑ7の今後の幼稚
園教諭一種免許状取得者の雇用拡大については、「わ
からない」という回答が約20％増加し、「思う」が
20％減少していた。過去12年間の3歳未満児保育
ニーズ増大と、現在の「子ども・子育て支援制度」
にむけた保育制度改革の状況から、むしろ12年前以
上に、人材養成や雇用についての判断を保
留する傾向が増えたのではないかと考えら
れる。
　2013（平成25）年度現在で、Ｑ6の養成
課程、Ｑ7の今後の雇用に関する回答に影
響したのはどのような要因か、次に、Ｑ6
とＱ7の回答を得点数値化し、表8の対象
児年齢区分別人数、免許資格別・採用条件
別職員人数と合わせて主成分分析を行っ
た。Ｑ6とＱ7の得点数値化では、「かな
りそう思う」「そう思う」を肯定意見「思う」
として1点、「わからない」を0点、否定
意見「思わない」を－1点に変換した。成
分を3に固定した結果、表11のとおり、分
散の52.4％以上が説明できる3つの成分が
示された。
　第1成分には、0歳児の計人数、1・2
歳児の計人数、保育士＋幼稚園教諭二種の
計人数が.8から.9以上でかなり強く負荷し、3・6
歳児の計人数、全職員数に.6以上の強い負荷と、保
育士のみ計人数、保育士＋幼稚園教諭一種の計人数
に.2以上の負荷が見られた。対象児の年齢区分の特
徴、免許資格者採用状況、全職員数の特徴から、上
述の過去12年間の変化で示された3歳未満児保育
ニーズ増大と、幼稚園教諭二種免許取得者採用増大
に対応した「3歳未満児保育中心成分」と考えられ
る。この成分の養成と雇用についての意識は、全体
に弱い負の負荷が見られ、2年制課程での教育内容
強化から4年制課程での強化に向かって負の負荷が
強くなっていた。
　第2成分には、0歳児から3・6歳児まで正の負
荷があり、3・6歳児が.3以上負荷している特徴、
保育士＋幼稚園教諭一種の計人数が.2以上負荷して
いる特徴から「幼保一体化保育対応成分」と考えら
れる。2年制課程＋専攻科での強化、4年制課程で
の強化、幼稚園教諭一種免許取得者の雇用拡大が.7
以上で強く負荷し、2年制課程の強化の.3の負荷を
上回っていた。養成と雇用についての意識が正の負
荷を示していることから、「思う」と回答した成分
が集まったと考えられる。
表11．　2013（平成25）年度調査における在園児数、職員数、養成ニーズの主成分分析
  
在籍児：0歳児の計人数   
在籍児：1・2歳児の計人数   
在籍児：3・6歳児の計人数   
採用：保育士のみ計人数   
採用：幼稚園教諭二種のみ計人数   
採用：保育士+幼稚園教諭二種の計人数   
採用：幼稚園教諭一種のみ計人数   
採用：保育士+幼稚園教諭一種の計人数   
採用：保幼小あるいは幼小の計人数   
採用：全職員数   
養成：2年制課程（1点～-1点）   
養成：2年制課程+専攻科（1点～-1点）   
養成：4年制課程（1点～-1点）   
雇用：幼免一種雇用拡大（1点～-1点）   
分散の%   
分散の累積%   
成分
表11．2013（平成25）年度調査における在園児数、職員数、
養成ニーズの主成分分析
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　第3成分には、幼稚園教諭一種のみ計人数、保育
士＋幼稚園教諭一種の計人数が.6以上で強く負荷
し、3・6歳児の計人数に.4以上、幼稚園教諭二種
のみ計人数に.2以上の負荷が見られた。1・2歳児
の計人数、0歳児の計人数、保育士のみ計人数、保
育士＋幼稚園教諭二種の計人数に負の負荷が見られ
る特徴から、「3歳未満児不在保育成分」と考えら
れる。この成分の養成と雇用についての意識は、第
1成分と同様に弱い負の負荷を示していた。意識調
査回答の「わからない」「思わない」といった回答が、
第1成分と第3成分に集まったと思われる。
　上述した表9、表10に示すとおり、2013（平成
25）年度現在の保育制度改革の中で、制度改革に対
応した4年制養成課程と幼稚園教諭一種免許取得者
雇用拡大に同意する回答は40％から60％であった
が、主成分分析の結果、このような肯定意識が集ま
るのは、過去12年間に増大した「3歳未満児保育中
心成分」や、過去12年間に減少した「3歳未満児不
在保育成分」ではなく、「幼保一体化保育対応成分」
であることが示された。2013（平成25）年度現在の
島根県の保育現場における「幼保一体化保育対応成
分」とは、具体的にはどのような保育施設であるの
か、本稿の第2報において、その施設種別・地域別
の詳細分析の結果が報告される。また第3報におい
て、意識調査の「思う」「思わない」理由に関する
記述回答の分析結果が報告される。
５）2011（平成23）年度と2012（平成24）年度の採
用実績
　2011（平成23）年度と2012（平成24）年度の採用
実績について行われたＱ4とＱ5の回答および追加
調査の結果から、免許資格別・採用条件別職員採用
を算出したところ、表12に示す通り、幼稚園教諭一
種のみ、保育士資格＋幼稚園教諭一種、保幼小あ
るいは幼小免許取得者等、4年制相当養成課程の
免許資格者採用人数は、年平均で、それぞれ3.5人
（1.2％）、33.0人（10.9％）、0人（0.0％）であっ
た。この合計人数36.5人の保育関係免許資格者に占
める比率は12.1％であり、1）表3で示した全体の
現職保育関係免許資格者の比率7.6％を上回ってい
た。特に、保育士＋幼稚園教諭一種免許取得者の採
用は、全体が5.8％であるのに対して、うち最近2
か年間は10.9％と上昇していた。一方、保育士資格
のみ、幼稚園教諭二種免許のみ、保育士＋幼稚園教
諭二種免許等、2年制相当養成課程の免許資格採用
比率は87.9％で、表3の全体の現職保育関係免許資
格者の比率92.4％を下回っていた。保育士＋幼稚園
教諭二種免許由特赦の採用は、全体が81.5％である
のに対して、うち最近2か年間は76.3％と下降して
表１２．2011（平成23）年度2012（平成24）年度2か年間の免許資格別採用実績（人数・比率）
人数 比率 人数 比率
保育士資格のみ 㻞㻥 㻣㻚㻟㻑 㻠㻠 㻣㻚㻡㻑 㻣㻟 㻟㻢㻚㻡 㻤㻚㻥㻑
幼稚園教諭二種免許のみ 㻠 㻝㻚㻜㻑 㻝㻞 㻞㻚㻜㻑 㻝㻢 㻤㻚㻜 㻞㻚㻜㻑
保育士＋幼稚園教諭二種免許 㻞㻣㻜 㻢㻤㻚㻠㻑 㻟㻢㻤 㻢㻞㻚㻡㻑 㻢㻟㻤 㻟㻝㻥㻚㻜 㻣㻤㻚㻝㻑
幼稚園教諭一種免許のみ 㻤 㻞㻚㻜㻑 㻡 㻜㻚㻤㻑 㻝㻟 㻢㻚㻡 㻝㻚㻢㻑
保育士＋幼稚園教諭一種免許 㻟㻣 㻥㻚㻠㻑 㻠㻜 㻢㻚㻤㻑 㻣㻣 㻟㻤㻚㻡 㻥㻚㻠㻑
保幼小あるいは幼小免許 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻜 㻜㻚㻜 㻜㻚㻜㻑
その他(栄養士等） 㻠㻝 㻝㻜㻚㻠㻑 㻝㻝㻢 㻝㻥㻚㻣㻑 㻝㻡㻣
不明 㻢 㻝㻚㻡㻑 㻠 㻜㻚㻣㻑 㻝㻜
計 㻟㻥㻡 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻤㻥 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻥㻤㻠 㻠㻜㻤㻚㻡 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
2年制相当
免許資格者
㻤㻥㻚㻜㻑
4年制相当
免許資格者
㻝㻝㻚㻜㻑
公立 私立 公・私立
合計人数
㻔㼍㻕
保育専門職
における
比率
㻔㼎㻛㼏㻕
免許資格 養成課程別比率
保育専門職
年平均
採用人数
(ｂ＝a/2)
養成課程別
年平均
採用人数
2年制相当
免許資格者
３６３．５人
4年制相当
免許資格者
４５人
(c) 
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いた。保育制度改革が進行する最近2年間には、そ
れ以前より、幼稚園教諭一種のみ、保育士資格＋幼
稚園教諭一種、保幼小あるいは幼小免許取得者等、
4年制相当養成課程の免許資格者の採用が増加して
いることがわかる。制度改革に対応して、上述の「幼
保一体化保育対応成分」が、最近2か年間増加した
と考えられる。
　
４．まとめ
　以上の分析から、島根県における2年制4年制免
許資格者の実態として、以下の点が明らかとなった。
　1）2013（平成25）年度現在の、保育士、幼稚園
教諭等、保育関係免許資格者の全職員において、2
年制相当免許資格者は92.4％、4年制相当免許資格
者は7.6％であり、この比率は、2001（平成13）年
度調査とほとんどかわらず、4年制免許資格者が
0.4％減少していた。
　2）過去12年間に、調査対象期間における施設種
別の構成比率の変化があり、特に幼稚園は、調査対
象として8.1％、回答機関として14.7％減少してい
た。
　3）過去12年間に比率が増加した免許資格者は、
保育士＋幼稚園教諭二種免許取得者、保育士＋幼稚
園教諭一種免許取得者であり、幼保の免許併有者が
増加していた。特に、保育士＋幼稚園教諭二種免許
取得者は、11.5％増加していた。
　4）調査回答機関の対象児（者）区分別人数・比
率において、過去12年間に0歳児、1・2歳児の比
率が合計13.2％上昇し、3歳児から6歳児の比率
が、12.1％減少していた。相関分析の結果、保育士
＋幼稚園教諭二種免許取得者の人数増は、3歳未満
児保育対象児の人数増に対応したものでると考えら
れた。
　5）保育関係免許資格者の養成課程として、2年
制、2年制＋専攻科、4年制の課程での養成強化、
今後の幼稚園教諭一種免許取得者雇用拡大に対し
て、それぞれ約60％から約40％の回答が肯定意見「思
う」を示したが、2001（平成25）年度調査と比較す
ると、肯定は減少し、「わからない」が増加していた。
　6）主成分分析により、在籍児数、免許資格別採
用人数、養成と雇用への意識調査回答の背景にある
成分を分析したところ、「3歳未満児中心保育成分」
「幼保一体化保育対応成分」「3歳未満児不在保育成
分」が見出された。「幼保一体化保育対応成分」が
4年制養成課程を強く志向し、今後の幼稚園教諭一
種免許取得者雇用拡大にも同意していた。
　7）2011（平成23）年度と2012（平成24）年度
の採用実績についての追加調査の結果、最近2か
年間の採用者比率では、2年制相当免許資格者は
87.9％、4年制相当免許資格者は12.1％であり、全
保育関係職員での比率と比較すると、4年制相当免
許資格者が増加していた。特に、保育士＋幼稚園教
諭一種免許取得者の比率が上昇しており、制度改革
に対応した近年2か年間の「幼保一体化保育対応成
分」の増加が示された。
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